































































Special Needs Education Coordinator’s Cooperative Support Based on the User：　









　期間：2008 年 5 月～ 9 月

































　期間：2008 年 5 月～ 11 月
　対象：私立Ｃ幼稚園　Ｃ児・Ｄ児を含む発達の気に
　　　　なる年長児の担任、Ｃ児・Ｄ児の保護者
２．目的
　小学校に引き継ぐべき具体的支援内容と就学前の保
護者に必要な支援について明らかにする。
３．方法
・担任への段階的コンサルテーション
・保護者への学習会や教育相談
４．結果
　段階的にコンサルテーションを進めることで、子ど
もへの関わりを客観的に振り返り、小学校に引き継ぐ
べき支援や保護者への関わり方について、教員相互で
確認していくことができた。就学支援ガイドで就学ま
でのスケジュールを知り、学習会で他の保護者の話を
聞く機会を持つことによって、今後の子育てや園、学
校との関係作りに見通しをもつことができた。保護者
として連携支援に主体的に取り組めるようになり、就
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学に対する不安軽減につながることが明らかになっ
た。
５．考察
　特別支援学校の地域支援コーディネーターが外部の
支援者として、担任及び保護者に対して支援行うこと
は、客観的視点からの気づきを持たらし、園内の支援
体制強化と、地域における特別支援教育体制の充実に、
寄与することができるということが明らかになった。
第７章　総合考察
　就学移行にあたって必要な取り組みとして、幼稚園
では就学後必要と思われる支援について見極めておく
こと、小学校では入学後必要と思われる支援を明確に
し、共通確認しておくこと、そして保護者は子ども及
び学校との関係作りを進めていくこと、また、三者に
よる支援の情報の伝達と共有が必要である。　
　連携支援のために必要な手立てとして、幼稚園・保
護者・学校の三者の役割の明確化、実施可能な支援情
報の共有化と具体化、地域支援コーディネーターによ
る三者への支援が考えられる。
　就学移行における地域支援コーディネーターに期待
される役割として、客観的な視点で三者を有機的につ
なぐ役割があげられる。地域の就学システムについて
熟知しており、保護者への具体的な支援のノウハウを
持ってサポートしながら、幼稚園・小学校との互いの
関係が良好なものになるようにフォローできる資質を
必要とする。
　本研究を通して得た課題として、「就学支援ガイド」
の実質的な効果の検証、できるだけ早く支援ニーズに
応えるための地域全体を鳥瞰した支援体制の構築、子
どもの支援ニーズに対する保護者との情報共有の在り
方の検討があげられる。　
第８章　おわりに
　ユーザー（保護者）を主体とし、保護者を含めた支
援者同士が、互いに尊重し合って支え合う支援（連携
支援）が行われることにより、子どもの成長を共に喜
びあうことができ、成熟したより質の高い支援を提供
することができる。　
　支援者それぞれの持ち味を、引き出して生かす働き
を担う特別支援学校の地域支援コーディネーターは、
地域の包括的マネージャーといえる。
ユーザー主体の連携支援を目指した特別支援学校コーディネーターの取り組み
